























































































2020年3月) 13頁参照。同書は、「いくつかの論点」として、 (1)弁護士業務起因性、 (2)
法律上の賠償責任性、 (3)過失行為についての期間制限、 (4)賠償請求についての期間



























































































































































































































































































































下典孝・速報判例解説［5］ （法学セミナー増刊、 2009年lO月) 135頁頁参照。
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についても加入者である弁護士の意見が反映できるよう弁護士賠償責任保険
審査会には弁護士もメンバーになっている。
⑧本人自身が訴訟活動に従事したことによって他の仕事に従事できなかっ
たという損害が生じているとすることも、本件原審で判示されている通り因
果関係は認められないと考えられる。
（李見解）
この争点について、李芝研准教授は、以下の点から、本件に関連する約款
条項を客観的に解釈し、弁護士賠償責任保険の制度趣旨と団体保険であると
いう特徴などを鑑みると、本件の保険金請求は認められるべきであるとして
いる21．
①そもそも弁護士賠償責任保険の保険事故となる賠償責任が問題となる場
合､その責任の有無を判断する際､裁判の争いとなる場合が多くあるだろうし、
被保険者である本人が専門的な法律知識を有している以上、被保険者である
弁護士自身を代理人として選任することは十分ありえることであり、本件のよ
うな事例は当然予想できたものであり、弁護士賠償責任保険という特殊性を
考慮するならば、訴訟等の当事者本人が自分を代理人として選任する場合の
弁護士報酬は想定できるはずであり、 もし当事者本人による弁護士報酬を認
めなければ、弁護士特約条項6条1項でその旨を明確にしておく必要がある。
②この点について、山下見解では、保険契約者が弁護士本人よる訴訟遂行
に要した争訟費用まで填補することを認めるものであるとすれば、その旨の
合意があるはずであるとするが、弁護士本人による訴訟遂行に要した費用を
てん補しないのであれば、保険者が保険契約の際、何らかの説明をするか、
あるいはそのような内容を約款に定めるべきであり、当然にように弁護士本
人による訴訟遂行から生じる費用はてん補しないと解釈する根拠が非常に不
明確である。
24李．前掲注23． 163頁参照。
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③弁護士本人による訴訟遂行に対して弁護士報酬相当額の保険金の請求を
認めたとしても保険者は実質的に何らの損失も蒙らないとする矢澤見解に対
し、被保険者の資格が弁護士という専門職業人に限定されていることから安
易なてん補範囲の拡大は、弁護士賠償責任保険制度の健全性を害することに
なるとの山下見解であるが、判旨の解釈はむしろ被保険者が弁護士であると
いう点から法的根拠を明らかにせずてん補範囲を縮小したことになるのでは
ないか。被保険者である弁護士の訴訟遂行に必要である費用を認めることが
なぜてん補範囲の拡大であるのか疑問である。
④自ら訴訟遂行することも弁護士という資格に基づく仕事の一部であっ
て、そこに報酬が発生るのは当然である。他の弁護士が代理人を務めること
による費用はてん補対象となって、 自ら代理人を務めるとそれにかかる費用
はてん補されないことになると、 自ら訴訟遂行ができるにもかかわらず、他
の弁護士に代理人として選任する非合理的・非効率的なことが生じてしま
う。そもそも弁護士の報酬が認められない事案であればともかく、被保険者
本人が弁護士だったということを理由に保険金請求を否定することは理解し
がたい。
（全弁協解説）
本件について、全弁協は、弁護士向けに「弁護士賠償責任保険の事例と解
説【第6集】」に「争訟費用」に関する事例として取り上げ、以下の理由で
本判決の結論は妥当であるとしている錫。
①被保険者自らが訴訟活動を行う場合には、事案を異にする大阪地判平成
5年8月30日判時1493号134頁のように着手金の問題が発生するわけでもな
く、着手金の支払いについて普通約款2条4号での「支出」に含まれるか否
かについての従来の議論と同じ次元で論ずることはできないこととなる。
②被保険者の資格が弁護士という専門職業人に限定されていることから、
お全弁協・前掲注10･113頁参照
日野一成：弁護士賠償貴任保険の被保険者である弁護士が自ら訴訟遂行した場合の弁護士費用の請求可否 269
安易な填補範囲の拡大は、弁護士賠償責任保険制度の健全性を害することに
なる。
③弁護士自身が訴訟活動に従事したことによって他の仕事に従事できな
かったことによって損害が生じているとすることも、自由職業人である弁護
士という専門職業人に関しては、因果関係は認められないと考えられる。
[私見］
筆者は、山下見解や全弁協解説に以下の理由で賛成である。
①本件弁護士賠償責任保険は、全弁協を保険契約者とし、被保険者を各弁
護士とするものであり26,全弁協は、ホームページで組合員の弁護士向けに
直接同保険の加入を募っている27．保険事故が発生し保険金支払いに至る過
程において、保険者は、全ての保険事故について、弁護士賠償事故の査定困
難性から学識・経験に富んだ学者・弁護士をもって構成される弁護士賠償責
任保険審査会銘（以下、 「審査会」という｡）に諮り、審査会において弁護士
の事件受任の有無、受任事務の履行の有無、弁護士の注意義務の内容、その
違反の有無、損害発生の有無、損害回復の可能性、注意違反と損害の間の因
果関係、損害額等々について審査が行われている"。このような仕組みは、
まさに弁護士による弁護士のための共済制度鋤に他ならないと考えられる31。
溺
訂
藤井・前掲注4．253頁。
全弁協HPの弁護士賠償責任保険(http://www.zenbenkyo.orjp/service/baisyousekinin｡
html)参照。
峰島・前掲注3 ．361頁参照。
平沼・前掲注14．28頁参照。
全弁協・前掲注10．10頁参照。本書によれば、 「日本における弁護士賠償責任保険は、
弁護士などの専門職業人に対する損害賠償請求訴訟が増加する社会情勢を背景に、弁
護士が職務上負担するおそれのある損害賠償責任に備えた保険が必要であるとの声を
反映して、昭和51年に東京都弁護士協同組合において組合員弁護士のための保険とし
て制度設計されました。その後、全国弁護士協同組合連合会の創立に伴って、全国制
度として普及拡大した」としていることから、 まさに本保険は弁護士の共済制度とい
うことができるものと考えられる。
藤井・前掲注4.253頁。藤井によれば、弁護士個人の契約は不可能ではないが、実務
鉛
鱒
釦
31
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したがって、保険会社の事案対応に係わる裁量は極めて低いものと考えら
れ認、弁護士本人よる訴訟遂行に要したと考えられる弁護士相当額の保険金
請求が保険会社にあれば、保険会社は審査会に同事案の支払いの可否を諮
り、その判断に委ねるということになると考えられる。
そうすると、本件で保険会社が支払を拒否したということは、審査会での
判断によったものと考えられるが、これは、弁護士の共済、すなわち、相互
扶助の観点から組合員である被保険者の保険料を低額に押さえたり、公平化
を図ったりする目的からの判断と考えるのが合理的である。
②上記の公平性については、弁護士が自ら招いた顧客からの訴訟提起を応
訴するにあたり、他の弁護士に依頼する場合、当該弁護士にとっては、業務
上のコストになるものであり、それが保険でてん補されたとしても、当該弁
護士の直接的な収益になるものではない。ところが、応訴にあたり、自ら訴
訟代理人となり、他の弁護士であれば得られたであろう弁護士報酬相当額を
自ら受領することになれば、それは収益となり、 自招の保険事故のなかった
他の弁護士との公平性にもとる結果になる。
③上記の弁護士報酬相当額が、本人自身が訴訟活動に従事したことによっ
て他の仕事に従事できなかったことによるものとの主張があり得るが、弁護
士業務の特殊性から、業務遂行上の問題もあり、それが因果関係がないとい
う説明の主たるものであると考えられる。
④弁護士の共済ともいうべき本件保険制度と米国や諸外国の制度が必ずし
も同一線上の弁護士賠償責任保険とは言えないのではないかと考えられる。
すなわち、弁護士賠償責任保険を一対一の保険ビジネスと捉えれば、契約
上引き受けられていないとする。これは、本件契約の保険者である損保ジャパン社の
場合をさすものと考えられるが、他社においては、引受は可能であるが、実際の引受
はほとんど行われていないと考えられる。
32平沼・前掲注14･32頁。平沼によれば､東京の審査会の栂成は学者2名、弁護士5名（そ
のうち4名は相手方である全国弁護士協同組合連合会の推薦による)、保険会社1名か
らなるとされ、保険会社は被保険荷による保険金請求に関する事務手続きを中心とす
る役割であると考えられる。
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者・被保険者である弁護士本人による訴訟遂行に要した費用相当額も担保し
たり、特約としたりして、保険者はそれ相応の保険料を徴収すれば良いだけ
である。しかし、本件保険制度は、全弁協の組合員のための適正な保険料か
らなる共済というべきものであり、それを保険契約者である全弁協が望み、
多くの被保険者が受け入れているのではないだろうか。
⑤自ら訴訟遂行することも弁護士という資格に基づく仕事の一部であるこ
とを否定するものではないが、 自ら招いたことに対し、自らが対応すること
で、そこに報酬が発生することは当然というものではないと考えられる。通
常、その報酬を誰が払うのかを考えれば明らかである。弁護士が自ら招いた
事案を他の弁護士に任せたとしても、そこには当該弁護士が依頼した弁護士
と入念に打ち合わせしたり、自らも法廷に立ったりすることは弁護士として
当然の行為であり、そこに報酬が発生することは一般的には考えられないの
ではないだろうか。
4．おわりに
本事案は、弁護士が自ら招いた保険事故に対し、自らが代理人として対応
したことで、その仕事に対する弁護士報酬相当額を保険金として受け取れる
かという問題であるが、保険実務経験から、次の保険事故が脳裏に浮かぶも
のである。
すなわち、自動車管理者賠償責任保険（以下、 「自管賠」という｡） という
ものがあるが、同保険はモータービジネス業者を契約者（被保険者） とし、
顧客の自動車を管理中に損害を与えた場合の損害賠償責任（修理費を中心と
する直接損害鋼）を保障するものである。
被保険者が自動車修理工場の場合は、同工場が管理自動車に損害を与えれ
ば、自ら修理する場合が多いが､顧客には修理という現物給付を行うことで、
剛使用不能損害担保特約をセットすることで、特約の範囲内で使用不能損害を補償対象
とすることは可能。
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通常、賠償責任を果たしたことになる。この場合の現物給付を自管賠の保険
金で担保できるのかという命題であるが、保険会社は、この現物給付に係わ
る費用を修理費相当額として、 自管賠の被保険者に保険金として支払ってい
る。
もっとも、 この修理費相当額については、一般の事故修理費に対し、部品
代は原価、工賃は20パーセントレス等の対応が保険会社で採られていること
が多い。これは、自ら招いた事故により、当たり前のように、それが同工場
の売り上げになるとすれば、事故のない契約者との公平性に問題が生じるこ
とやモラルリスク排除劃の視点から、そのような扱いになっているものと考
えられる弱。
弁護士賠償責任保険においては、自管賠と状況はやや異なると考えられる
が、その主な相違点は、前述したように、本保険は弁護士の共済というべき
ものであり、本件で争われた問題が弁護士にとって、必要な不可欠な費用相
当額というのであれば､本来､全弁協内で議論されるべきものと考えられる。
改めて本事案の考察を通じて痛感したことは、わが国の保険約款の文言の
暖昧さである。矢澤や李見解が指摘するように、暖昧な約款規定は争いを生
じさせるものであり、改めて保険会社は過去の訴訟事例等を点検して、消費
者保護の観点から暖昧な約款規定を見直す必要があるのではないだろうか。
(筆者は、鹿児島国際大学経済学部准教授）
3＄訴訟上に現れている本保険に係るモラルリスク疑義事案は、モータービジネス業者が
顧客から自動車を預かっている間に盗難にあったとして保険金請求した事例が散見さ
れる。神戸地判平成30年3月1日自保ジ2024号.横浜地相模原支判平成23年9月30日自
保ジ1860号、東京地判平成22年1月14日自保ジ1821号、名古屋高判平成20年6月26日
自保ジl752号、 さいたま地判平成15年12月1日自保ジ1567号、東京地判平成10年10月
30日自保ジ1381号、東京地判平成8年6月28日判時1595号136頁など。
謁医師賠償責任保険についても同様の問題が生じるが、健康保険制度との兼ね合い等も
あり、自管賠とは、扱いがやや異なるものと考えられる。
